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 備考　健全化判断比率のそれぞれの欄において「－」と表記されている場合は、実質赤字額又は連結実質赤

 　　字額がないこと及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定されないことを表す。
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☆ 平成23年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

　平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方公共団体は平成19

 健全化判断比率(H23)

実質公債費比率 将来負担比率

　　（単位：％）

率の報告を行いましたので、村民のみなさまに各比率の内容、数値についてお知らせいたします。

く健全化判断比率

【健全化判断比率】

年度決算から健全化判断比率及び公営企業における資金不足比率を算定し、監査委員の審査に付し、

その意見を付けて議会に報告し、村民のみなさまに公表することになりました。

　また、平成20年度決算からは、健全化判断比率が早期健全化基準以上であれば「財政健全化計画」

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項の規定に基づ

を、財政再生基準以上であれば「財政再生計画」を策定し、財政健全化に取り組むことになります。

　平成24年9月20日に開催された第5回渡嘉敷村議会定例会において、健全化判断比率及び資金不足比

算定の結果、本年度はすべての指標において基準以下となりました。

 早期健全化基準

 財政再生基準

　この指標は、一般会計と各特別会計（国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、簡易

　23年度決算においては黒字となり対象となりませんでしたが、財政構造における歳入全体の約8割

　23年度決算においては、全ての特別会計を含んだ連結では黒字（剰余額）となり、対象となりませ

　一般会計同様各特別会計についても、今後も厳しい財政状況が見込まれることから、引き続き経営

健全化に向けて歳出抑制等を図ります。

象となります。

んでした。

　この指標は、一般会計における毎年度の実質収支に係る現金不足額を確認するための指標となって

おり、単年度収支決算が赤字となった場合に対象となります。

◇ 各指標についての説明

① 実質赤字比率（数値なし）

財政状況が見込まれるので、引き続き財政健全化に向けて歳出抑制等を図ります。

② 連結実質赤字比率（数値なし）

は地方交付税等の財源に依存しており、国の方針や施策によって増減があることから、今後も厳しい

③ 実質公債費比率（１３.６％）

　この指標は、全会計における毎年度の公債費（元利償還金）負担の適正度を確認する指標です。

水道事業特別会計、航路事業特別会計、下水道事業特別会計）を連結した毎年度の実質収支に係る現

金不足額を確認するための指標となっており、単年度収支決算が赤字（資金不足）となった場合に対



　　　　　　　　 別会計）

　下水道事業特別会計
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おける毎年度の実質収支に係る資金不足額を確認するための指標となっています。

今後も厳しい経営状況が見込まれることから、引き続き経営健全化に向けて歳出抑制等を図ります。

　23年度決算においては、全ての会計において資金不足が生じていませんが、航路事業特別会計のよ

うに、台風等自然条件によって観光入域者数の増減により経常収益が大きく影響することがあるので

① 資金不足比率（数値なし：簡易水道事業特別会計、航路事業特別会計、下水道事業特

　この指標は、公営企業会計（簡易水道事業特別会計、航路事業特別会計、下水道事業特別会計）に

ある債務等について、残高（ストック）ベースでの財政負担を表す指標です。

　23年度決算においては、ストックベースで債務状況等を算定した結果、将来負担がないと算定され

　本指標は、将来の財政悪化の可能性を指すものであるが、現時点での財政状況を表すものではあり

として充当可能基金（預金）が高水準で維持（総額 767百万円）しているためである。但し、本比率

ました。今回数値が算定されない要因は、新規事業の抑制・凍結を実施した効果により起債を抑えた

◇ 指標についての説明

 備考　各会計の資金不足比率の欄において「－」が表記されている場合は、資金の不足額が発生していない

 　　ことを表す。

く資金不足比率

　簡易水道事業特別会計

これまで実施した道路整備事業等による公債費（借金）の支払いが多額となっていることから高い水

　　（単位：％）

準となっています。今後も、引き続き同計画に沿って事業を推進し公債費負担の適正化を図ります。

　23年度決算においては、18年度に策定した公債費負担適正化計画に沿って新規事業の抑制・凍結を

ことで、地方債負担額が111百万円減額（総額 1,297百万円）したことや、将来負担に充当可能財源

実施したことや、21年度に起債の繰上償還を行った効果により前年度より下がりましたが、引き続き

資金不足比率(H23)

－

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第22条第２項の規定に基づ

経営健全化基準

④ 将来負担比率（数値なし）

　この指標は、全会計、一部事務組合、第三セクター等を含め一般会計が将来において負担すべきで

－

－

は今後の基金残高によって変動することが考えられます。

会 計 区 分  前年度比率(H22参考)

ません。しかし、今後も厳しい財政状況が見込まれることから、引き続き財政健全化に向けて歳出抑

制等を図り、将来負担の適正化に努めます。

【資金不足比率】

－

　航路事業特別会計


